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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ △はキャッシュ・フローにおける支出超過を示しております。 

３ 当社は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第74期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 10,094 11,012 12,350 20,503 23,255

経常利益 (百万円) 1,289 1,522 1,302 2,465 2,864

中間(当期)純利益 (百万円) 788 816 831 1,538 1,608

純資産額 (百万円) 18,184 19,415 21,093 18,832 20,454

総資産額 (百万円) 27,641 30,123 31,636 28,238 32,059

１株当たり純資産額 (円) 1,230.91 1,314.31 1,427.97 1,270.24 1,379.74

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 53.41 55.26 56.31 99.53 103.91

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.8 64.5 64.3 66.7 63.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 940 779 763 2,191 1,972

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 959 △235 △123 △238 △1,836

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,521 426 △422 △2,370 △172

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,613 4,851 4,125 3,790 3,892

従業員数 (名) 684 711 758 708 743



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は記載しておりません。 

  

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 7,904 8,477 8,926 16,098 17,358

経常利益 (百万円) 774 967 804 1,642 1,894

中間(当期)純利益 (百万円) 485 553 507 1,069 1,168

資本金 (百万円) 4,249 4,249 4,249 4,249 4,249

発行済株式総数 (株) 15,200,065 15,200,065 15,200,065 15,200,065 15,200,065

純資産額 (百万円) 16,142 16,513 16,550 16,444 16,959

総資産額 (百万円) 22,582 23,359 23,589 22,739 23,890

１株当たり純資産額 (円) 1,092.71 1,117.91 1,120.43 1,110.10 1,143.01

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 32.88 37.46 34.32 69.37 74.05

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 25 25 25 69 74

自己資本比率 (％) 71.5 70.7 70.2 72.3 71.0

従業員数 (名) 360 364 355 360 360



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、各地域に支部をもつ単一組織であり、全日産・一般業種労働組合連合会に加盟し

ております。労使の関係は安定しており特記すべき事項はありません。 

 子会社については組合は結成されていませんが、労使の関係は安定しており特記すべき事項はありま

せん。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

金属加工油剤関連事業 632

ビルメンテナンス関連事業 71

産業廃棄物処理関連事業 55

合計 758

従業員数(名) 355



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間期におけるわが国経済は、世界的な原油価格の高騰、素材価格の上昇や金利の上昇傾向など

に対する不安要因がありましたが、企業業績の好調さに伴う設備投資の増加や個人消費の堅調さにより

景気は引き続き回復傾向を持続させております。 

 海外におきましても、アメリカでは住宅価格情勢の軟化により個人消費を減速させておりますが、雇

用拡大と賃金上昇によって個人所得は伸びております。したがって今後も緩やかな景気減速によってイ

ンフレが回避され、安定的な景気拡大が持続されるものと思われます。 

 中国では、投資の拡大と外需の好調により実質経済成長率で二桁の伸びとなっております。 

 このような状況下、主要ユーザーであります自動車業界とその関連業界においては、環境やエネルギ

ー需要を考慮した軽自動車への消費性向などで、国内販売は軽自動車のみ好調に推移いたしましたが、

登録車が低調だった結果、全体では前年割れとなりました。 

 一方国内生産は、内需用でなく円安を背景に北米や欧州向けを中心とした輸出用が大きく伸張してお

ります。 

 その結果、主力製品である切削油剤が自動車業界向けに堅調だったこと、重点分野製品であるアルミ

離型剤や洗浄剤も前年同期を上回ったことで、売上高は前中間期比12.2％増の12,350百万円となりまし

た。 

 利益面では、グローバルな原油価格の上昇による原材料価格や素材価格の高止まりにより原価率も

4.2％の上昇となり、また、販売数量の増加に伴う生産数量の増加と、中間期末在庫の減少により売上

原価が前中間期比19.7％増となりました。 

 さらに、役員賞与の会計処理基準の変更もあり営業利益では前中間期比18.3％減の1,108百万円、経

常利益では前中間期比14.5％減の1,302百万円となりました。 

 中間純利益では、前中間期で実施した国内連結子会社の日本整油での固定資産の減損損失が当中間期

ではなくなり、前中間期比1.9％増の831百万円となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

① 金属加工油剤関連事業  

主要ユーザーである自動車業界は、国内販売が伸び悩む中、海外での好調な販売による輸出向け生

産増で、業績は好調に推移し当社主力製品の売上は、好調に推移しております。 

 また、海外の連結子会社は、日系自動車メーカー各社の現地生産増に対応し、軒並み大きく売上を

伸ばしましたが、世界的な原油価格の上昇による原材料価格や素材価格が高止まりし、製品価格の改

定努力も進捗中であり、利益面では前中間期を割り込んでおります。 

 その結果、売上高は前中間期比13.1％増の10,423百万円となりました。国内は、7.1％増の7,782百

万円、海外は、35.1％増の2,640百万円となっております。 

 営業利益では、前中間期比12.6％減の1,119百万円となりました。 

  

② ビルメンテナンス関連事業 

ビルメンテナンス業界は、首都圏を中心とした再開発による建物の建築はあるものの、全国的には

入札による値下げ要請や業界内での価格競合により、依然厳しい状況で推移しております。 

 また、床用ワックスを必要としない床材を施行した大型スーパーマーケットも建設されており、近

年のオフィスビルのカーペット化も含め建物管理に対するケミカルの使用量の減少傾向が続いており



ます。 

 その様な厳しい状況の中、組織変更による人員の有効活用、原材料見直しによる原価低減及び品種

統廃合により利益率の改善を行なってまいりました。 

 その結果、売上高は前中間期比9.0％減の1,019百万円となり、営業損失は40百万円改善し、7百万

円となりました。 

  

 ③ 産業廃棄物処理関連事業 

産業廃棄物処理業界は、企業や個人業者の情報公開や企業の透明性を高める観点から、各都道府県

では「優良性評価制度」を導入し、信頼度の高い業界作りを目指すという変換期に入っております。

 このような状況下、新焼却炉が前期後半から本格稼動し、順調に売上高を伸ばしましたが減価償却

費を主とする経費の増加を吸収できず、増収減益となりました。 

 その結果、売上高は前中間期比35.0％増の907百万円となりました。 

 営業利益は、経費のうちの設備投資による減価償却費負担増が大きく影響し、前中間期比90.7％減

の12百万円となりました。 

 

 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

  ① 日本 

売上高は前中間期比7.2％増の9,709百万円で、連結売上高の78.6％を占めております。 

 営業利益は前中間期比30.1％減の743百万円となり、連結営業利益の67.1％を占めております。 

 

  ② アメリカ 

2006年上半期の米国景気の推移は、第１四半期のＧＤＰ成長率は前年同期比5.6％増の高成長でし

たが、第２四半期に入り原油価格の高騰により個人消費が伸び悩んだと見られ実質ＧＤＰ成長率は

2.5％と大きく減速しました。 

 このような状況下、主要ユーザー（日系自動車メーカー）への売上が堅調で、経費節減も奏効し利

益面でも好調に推移しました。 

 その結果、売上高は前中間期比18.4％増の912百万円となり、営業利益は前中間期比16.2％増の119

百万円となりました。 

 

  ③ 中国 

2006年上半期のＧＤＰは９兆元を超え、成長率は10.9％に達し、前年同期比0.9ポイント高い結果

となりました。 

 このような状況下、鉄鋼関係ユーザーへの拡販に加え、日系企業の中国進出拡大が拡販の牽引力と

なり、販売が好調に推移しました。一方で原材料費の高騰を主要因として利益率が低下しました。 

 その結果、売上高は前中間期比40.0％増の711百万円となり、営業利益で前中間期比4.1％増の104

百万円となりました。 

 

  ④ ブラジル 

2006年第１四半期のＧＤＰ成長率は、前年同期比3.4％増ながら、第２四半期は前年同期比1.2％増

と低調に推移しました。主な要因はレアル高による輸出の不振があげられます。 

 このような状況下、鉄鋼関係の主要ユーザーにおける大口案件の獲得が次期に持ち越された為、売



上・利益共に大きく影響しました。一方で、鉄鋼以外のユーザー向け販売の伸び、及び輸入原材料

費の高騰がレアル高で相殺されたことなどの結果、売上高は前中間期比48.3％増の576百万円とな

り、営業利益は前中間期比76.9％増の91百万円となりました。 



  ⑤ マレーシア 

一次産品の価格上昇を追い風に、2006年第２四半期のＧＤＰ成長率は、前年同期比5.9％増と景気

拡大が続いており、通年でも同様の5.8％増の成長率が見込める予想です。 

 このような状況下、ユシロ（タイランド）㈱の新設に伴いタイ市場向けの輸出商権を移譲した影響

で売上・利益とも大きく減少しました。 

 その結果、売上高は前中間期比14.9％減の243百万円となり、営業利益では、前中間期比46.4％減

の28百万円となりました。 

 

  ⑥ タイ 

タイ経済はバーツ高にも関わらず輸出の伸びと国内需要に回復の兆しが見られ、中央銀行は2006年

の経済成長見通しを上方修正しました。また、タイの自動車生産台数の目標を2010年時点で200万台

という積極的な設定をしています。 

 このような状況下、2004年９月の会社設立（操業開始は2005年８月）以来順調に推移し、上半期

は、売上高195百万円、営業利益36百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益1,312百万円、減価償却

費563百万円等があった一方で、法人税等の支払483百万円、売上債権の増加314百万円、仕入債務の減

少123百万円等があり、763百万円の収入超過となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却121百万円があった一方で、有形固定資

産の新規取得264百万円等があり、123百万円の支出超過となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入による収入499百万円等があった一方で、配当金の

支払723百万円、長期借入金の返済183百万円等があり、422百万円の支出超過となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ233百

万円増加し、4,125百万円となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当グループの生産は全量見込生産を行っております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における外部顧客に対する販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次

のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、該当事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

金属加工油剤関連事業 9,809 110.9

ビルメンテナンス関連事業 731 91.9

合計 10,541 109.4

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

金属加工油剤関連事業 10,423 113.1

ビルメンテナンス関連事業 1,019 91.0

産業廃棄物処理関連事業 907 135.0

合計 12,350 112.2



５ 【研究開発活動】 

平成18年度は第14次中期３ヵ年計画の３年目にあたります。技術部門は「時間を空費することなく、人

の着実な前進を目指す」を基本方針に掲げ、人材の育成・強化と技術開発の効率化を目指しました。組織

の一部を改め、基盤技術の深耕と新分野の技術開発を担当する「研究部」を新設いたしました。 

 市場のグローバル化に対応するため、各製品群の性能ならびに汎用性の向上に注力し、また、海外関連

会社に対して、積極的に技術支援を行いました。その結果、切削油剤、アルミ離型剤、新素材加工油剤、

塑性加工油剤、洗浄剤などで、高性能品が開発され、これらの製品の海外市場への展開も進行中です。 

 ビルメンテナンス製品では、今後伸張が予測されるドライメンテナンス製品の基礎検討を行い、有用な

結果が見出されました。 

 当社の研究開発は、国内・海外関連企業の製品開発技術の中核である「テクニカルセンター」を中心に

行われております。技術業務に携わるスタッフは83名であり、当社従業員数の23.4％にあたります。ま

た、アメリカ、ブラジル、タイ、中国、マレーシア、台湾、韓国を始めとした海外関連グループ各社との

連携を密にしてグローバルな研究活動を行うため、上記スタッフ以外に11名を出向者として海外に派遣し

ています。 

 なお、当中間連結会計期間の特許出願件数は４件であり、現在保有する日本特許は62件、外国特許は５

件であります。当中間連結会計期間における研究開発費（海外を含む）の金額は、680百万円でありま

す。 

 

(1)金属加工油剤関連 

 （切削・研削油剤関係） 

 国内外のユーザーに対して新製品の開発および改良を実施しました。水溶性切削油剤分野では、作業環

境の改善をキーワードにして、機械周りが汚れにくく、被洗浄性に優れた水溶性切削油剤のシリーズ化、

高潤滑性を有する水溶性切削油剤の開発などを実施しました。 

 一方、要素技術の開発では、水溶性切削油剤の安定使用に必要な耐腐敗性に関する新技術を確立し、高

性能品を開発しました。 

 不水溶性切削油剤分野では、引火点が250℃を超える準危険物に相当する不水溶性切削油剤、新規な潤

滑添加剤などを開発しました。 

 

 （アルミ離型剤・鍛造油剤関係） 

 アルミ離型剤分野では、鋳造製品の外観品位を良好に仕上げるための耐焼付き性、湯廻り性に優れた離

型剤や、鋳巣の発生を抑制するための乾燥性に優れた離型剤などの高性能品を開発しました。特に乾燥性

に優れた離型剤は市場での評価が高く、注目されている製品の一つです。また、海外ユーザーへ安定供給

するためのシリーズ化を実施しました。 

 鍛造分野では、クランクシャフト、ＣＶＪ（等速ジョイント）、ＣＶＴ部品などを対象とした潤滑剤の

開発、改良を実施し、拡販成果に繋がっております。 

 

 （塑性加工油剤・防錆油・洗浄剤関係） 

 塩素フリーのプレス油剤の開発に注力した結果、数社において、塩素含有品が塩素フリー品に代替され

ました。洗浄剤では、ＩＴ関連分野の製品開発を進めてきました。新製品が国内に先駆け、海外で採用さ

れ、今後国内での展開にも期待がもてます。防錆油については、環境保護の観点から、バリウムフリー化

を推進し、その製品群の充実を図りました。 

 

 （新素材加工油剤関係） 

 ＨＤＤの記録容量向上により、磁気ヘッドでは加工面精度がこれまで以上に求められていますが、特に

加工面の粗さを小さくするダイヤモンドスラリーの開発に取り組みました。 



 ガラス系材料の研磨用のセリア系スラリーについては、小粒径セリアを分散させたタイプを開発し、

現在、数社にて仕上げ加工への適用検討を行っています。 

 太陽電池向けのシリコンインゴットの切断加工において、水性油剤が国内外で順調に展開されました。



 （水溶性切削油剤の基礎研究） 

 水溶性切削油剤のユーザー現場で最大の問題となっている発泡および腐敗臭を解決するため、要素技術

に関する基礎研究を行いました。その結果、泡沫が消えやすい活性剤の組み合わせ、ならびに油剤成分の

微生物分解と腐敗臭発生の因果関係など、問題解決に有用な知見が得られました。今後さらに検討を進

め、実用に即した技術として各部門への展開を図ります。 

 当中間連結会計期間における研究開発費の金額は、591百万円であります。 

 

(2)ビルメンテナンス関連 

 ドライメンテナンス用のフロアーポリッシュでは、試作品のモニターテストで良好な結果が得られまし

た。今後、新製品として積極的に市場展開を図っていく予定です。 

 当中間連結会計期間における研究開発費の金額は、89百万円であります。  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1)重要な設備計画の変更 

 前連結会計年度末に計画していたユシロマニュファクチャリングアメリカ㈱の設備計画は、当初選定

していたゼネコンが変更になり、期間が１年間延期となりましたが、投資総額には変更はありません。

  

  (2)当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,180,000

計 29,180,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 15,200,065 15,200,065
東京証券取引所
(市場第１部)

―――――

計 15,200,065 15,200,065

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
  平成18年９月30日

― 15,200,065 ― 4,249 ― 3,994



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 単元未満株式数には当社所有の自己株式72株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

スティールパートナーズ ジャ
パン ストラテジックファンド
（オフシヨア）エルピー（常任
代理人 メリルリンチ日本証券
会社）

HARBOUR CENTRE P．O．BOX 30362 SMB，
GEORGE TOWN，GRAND CAYMAN，CAYMAN 
ISLANDS（東京都中央区日本橋１丁目４番１
号）

20,563 13.52

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

10,450 6.87

ユシロ化学工業取引先持株会 東京都大田区千鳥２丁目34番16号 6,701 4.40

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 6,226 4.09

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,939 3.90

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,495 3.61

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 4,863 3.19

ユシロ化学工業株式会社 東京都大田区千鳥２丁目34番16号 4,283 2.81

ユシロ化学工業従業員持株会 東京都大田区千鳥２丁目34番16号 3,785 2.49

今 川 和 明 大阪府八尾市 3,110 2.04

計 ― 71,417 46.98

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―   

議決権制限株式(その他) ― ― ―     

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 428,300

― ― 

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,763,900  
147,639 ―     

単元未満株式 普通株式  7,865 ― ―

発行済株式総数 15,200,065  ― ―

総株主の議決権 ― 147,639 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)

ユシロ化学工業株式会社 東京都大田区千鳥２丁目34番16号 428,300 ― 428,300 2.81



 
  

  

計 ― 428,300 ― 428,300 2.81



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動は次のとおりで

あります。 

  

 役職の異動 

  

 
  

  

 
  

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 3,290 3,150 2,595 2,550 2,430 2,600

最低(円) 2,985 2,555 2,185 2,280 2,325 2,310

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役        
（企業統治担当）

取締役        
（上海尤希路化学工業有限公司・啓東
尤希路化学工業有限公司副董事長）

小田 頎 平成18年11月15日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について新日本監査法人の中間監査を受け

ております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  １ 現金及び預金 4,569 3,590 3,391

  ２ 受取手形及び 
    売掛金

※３
5,356 6,124 5,809

  ３ 有価証券 392 544 510

  ４ たな卸資産 1,713 1,876 1,962

  ５ 繰延税金資産 262 249 273

  ６ その他 280 335 532

  ７ 貸倒引当金 △11 △17 △11

    流動資産合計 12,563 41.7 12,703 40.2 12,467 38.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※1,2

  １ 建物及び構築物 3,327 4,046 4,160

  ２ 機械装置及び 
    運搬具

1,058 2,651 2,912

  ３ 工具器具及び 
    備品

368 471 478

  ４ 土地 4,543 4,570 4,569

  ５ 建設仮勘定 1,907 54 46

    有形固定資産 
    合計

11,205 37.2 11,795 37.3 12,167 38.0

 (2) 無形固定資産 107 0.3 92 0.3 98 0.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 4,310 5,311 5,495

  ２ 積立保険料 692 614 718

  ３ 繰延税金資産 56 5 0

  ４ 長期預金 800 700 700

  ５ その他 465 479 483

  ６ 貸倒引当金 △82 △67 △75

    投資その他の 
    資産合計

6,243 20.7 7,043 22.3 7,323 22.8

    固定資産合計 17,555 58.3 18,931 59.8 19,589 61.1

Ⅲ 繰延資産 4 0.0 1 0.0 2 0.0

  資産合計 30,123 100.0 31,636 100.0 32,059 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  １ 支払手形及び 

    買掛金
3,194 3,366 3,521

  ２ 短期借入金 ※２ 675 938 434

  ３ 一年以内償還 

    予定の社債
80 80 80

  ４ 未払金 356 519 830

  ５ 未払消費税等 43 85 27

  ６ 未払法人税等 495 370 465

  ７ 繰延税金負債 5 3 3

  ８ 賞与引当金 482 517 480

  ９ 役員賞与引当金 ― 13 ―

  10 その他 582 656 668

    流動負債合計 5,916 19.6 6,552 20.7 6,512 20.3

Ⅱ 固定負債

  １ 社債 320 240 280

  ２ 長期借入金 ※２ 1,946 1,918 2,064

  ３ 退職給付引当金 1,285 1,235 1,232

  ４ 役員退職慰労 

    引当金
292 294 336

  ５ 長期預り保証金 156 148 146

  ６ 繰延税金負債 54 130 193

  ７ 連結調整勘定 1 ― 1

   ８ 負ののれん ― 23 ―

    固定負債合計 4,058 13.5 3,990 12.6 4,255 13.3

    負債合計 9,974 33.1 10,543 33.3 10,767 33.6

(少数株主持分)

  少数株主持分 734 2.4 ― ― 837 2.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,249 14.1 ― ― 4,249 13.4

Ⅱ 資本剰余金 3,994 13.3 ― ― 3,994 12.5

Ⅲ 利益剰余金 13,051 43.3 ― ― 13,474 42.0

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金
590 2.0 ― ― 796 2.5

Ⅴ 為替換算調整勘定 △2,175 △7.2 ― ― △1,763 △5.5

Ⅵ 自己株式 △296 △1.0 ― ― △297 △0.9

   資本合計 19,415 64.5 ― ― 20,454 63.8

  負債、少数株主持分 

  及び資本合計
30,123 100.0 ― ― 32,059 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,249 13.4 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 3,994 12.6 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 13,452 42.5 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △297 △0.9 ― ―

   株主資本合計 ― ― 21,399 67.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 

   評価差額金
― ― 681 2.2 ― ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― △1,728 △5.5 ― ―

   評価・換算差額等 

   合計
― ― △1,046 △3.3 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 740 2.3 ― ―

   純資産合計 ― ― 21,093 66.7 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 31,636 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,012 100.0 12,350 100.0 23,255 100.0

Ⅱ 売上原価 6,886 62.5 8,241 66.7 14,974 64.4

   売上総利益 4,125 37.5 4,108 33.3 8,281 35.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,768 25.1 3,000 24.3 5,770 24.8

   営業利益 1,356 12.3 1,108 9.0 2,510 10.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 27 40 67

 ２ 受取配当金 12 19 21

 ３ 保険収益 5 14 7

 ４ 為替差益 18 7 37

 ５ 持分法による 
   投資利益

113 100 280

 ６ 連結調整勘定償却額 0 ― 0

 ７ 負ののれん償却額 ― 1 ―

 ８ 雑収入 47 224 2.0 53 237 1.9 56 469 2.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 20 22 65

 ２ 廃棄ドラム缶処理料 6 6 13

 ３ 雑損失 31 59 0.5 14 43 0.4 37 116 0.5

   経常利益 1,522 13.8 1,302 10.5 2,864 12.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 9 10 48

 ２ 貸倒引当金戻し益 ― 2 26

 ３ その他特別利益 0 10 0.1 1 13 0.1 6 82 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 10 3 51

 ２ 減損損失 ※４ 153 ― 153

 ３ その他特別損失 0 163 1.5 0 4 0.0 46 249 1.1

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

1,369 12.4 1,312 10.6 2,697 11.6

   法人税、住民税及び 
   事業税

496 407 895

   法人税等調整額 △17 479 4.4 21 428 3.5 25 921 4.0

   少数株主利益 73 0.7 51 0.4 167 0.7

   中間(当期)純利益 816 7.4 831 6.7 1,608 6.9



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,994 3,994

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高

3,994 3,994

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 12,972 12,972

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 816 816 1,608 1,608

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 649 1,019

 ２ 役員賞与 73 73

 ３ 従業員福利奨励基金 13 737 13 1,106

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高

13,051 13,474



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年３月あるいは６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高   (百万円) 4,249 3,994 13,474 △297 21,421

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △723 △723

 役員賞与（注） △105 △105

 従業員福祉奨励基金（注） △24 △24

 中間純利益 831 831

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
                      (百万円)

― ― △21 △0 △21

平成18年９月30日残高  (百万円) 4,249 3,994 13,452 △297 21,399

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高   (百万円) 796 △1,763 △966 837 21,292

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △723

 役員賞与（注） △105

 従業員福祉奨励基金（注） △24

 中間純利益 831

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△115 35 △80 △96 △176

中間連結会計期間中の変動額合計 
                      (百万円)

△115 35 △80 △96 △198

平成18年９月30日残高  (百万円) 681 △1,728 △1,046 740 21,093



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシ
ュ・フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益

1,369 1,312 2,697

２ 減価償却費 275 563 683

３ 減損損失 153 ― 153

４ 社債発行費用償却 2 2 4

５ 連結調整勘定償却額 △0 ― 0

６ 負ののれん償却額 ― △1 ―

７ 持分法による投資利益 △113 △100 △280

８ 貸倒引当金の増加 
  (△減少)額

3 △2 △3

９ 賞与引当金の増加 
  (△減少)額

17 37 15

10 役員賞与引当金の増加 
  (△減少)額

― 13 ―

11 退職給付引当金の増加 
  (△減少)額

8 3 △44

12 役員退職慰労引当金の 
  増加(△減少)額

△14 △41 29

13 受取利息及び受取配当金 △40 △59 △88

14 支払利息 20 22 65

15 売上債権の減少 
  (△増加)額

△124 △314 △518

16 たな卸資産の減少 
  (△増加)額

△102 86 △307

17 仕入債務の増加 
  (△減少)額

31 △123 390

18 未収消費税等の減少 
  (△増加)額

― 118 ―

19 未払消費税等の増加 
  (△減少)額

△43 58 △60

20 役員等賞与の支払額 △106 △157 △106

21 その他 △126 △213 141

小計 1,209 1,198 2,769

22 利息及び配当金の受取額 49 69 163

23 利息の支払額 △20 △22 △65

24 法人税等の支払額 △459 △483 △894

営業活動による 
キャッシュ・フロー

779 763 1,972



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシ
ュ・フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 定期預金の預入による 
  支出

△910 △10 △710

２ 定期預金の払戻による 
  収入

1,252 10 1,252

３ 投資有価証券の取得 
  による支出

△228 △24 △811

４ 投資有価証券の売却 
  による収入

220 121 331

５ 有形固定資産の取得 
  による支出

△574 △264 △2,048

６ 有形固定資産の売却 
  による収入

10 23 182

７ 連結範囲の変更を伴わな 
  い子会社株式の取得によ 
  る支出   

― △92 ―

８ その他 △4 113 △31

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△235 △123 △1,836

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 短期借入金増減額 398 499 96

２ 長期借入金の返済による 
  支出

△124 △183 △284

３ 長期借入による収入 800 ― 1,100

４ 配当金の支払額 △643 △723 △1,019

５ 少数株主への配当金の 
  支払額

△2 △14 △63

６ 自己株式の取得による 
  支出

△0 △0 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー

426 △422 △172

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

89 16 138

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
  (△減少)額

1,061 233 101

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

3,790 3,892 3,790

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※１ 4,851 4,125 3,892



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項
(1) 日本整油㈱、ユシロ運

送㈱、ユーマインダスト

リーズ㈱、ユシロドブラ

ジルインダストリアケミ

カ㈲、啓東尤希路化学工

業有限公司、上海尤希路

化学工業有限公司、ユシ

ロジェットケミカルズ

㈱、ユシロ（タイラン

ド）㈱８社を連結の範囲

に含めています。 

 

(1) 日本整油㈱、ユシロ運

送㈱、ユシロマニュファ

クチャリングアメリカ

㈱、ユシロドブラジルイ

ンダストリアケミカ㈲、

ユシロ（タイランド）

㈱、啓東尤希路化学工業

有限公司、上海尤希路化

学工業有限公司、ユシロ

ジェットケミカルズ㈱８

社を連結の範囲に含めて

います。 

 

(1)       同左

(2) 子会社のうちユシロ商

事㈱は連結の範囲に含め

ておりません。

(2)       同左 (2)       同左

(3)上記(2)の非連結子会社

のユシロ商事㈱は小規模

会社であり総資産、売上

高、中間純利益(持分に

見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は

いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ておりません。

(3)     同左 (3) ユシロ商事㈱は小規模

会社であり、総資産、売

上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等

はいずれも、連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ておりません。

２ 持分法の適用に関

する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

関連会社の汎宇化学工

業株式会社、株式会社汎

宇、三宜油化股份有限公

司に持分法を適用してお

ります。

上記非連結子会社のユ

シロ商事㈱については中

間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても

重要性がないため持分法

を適用せず原価法により

評価しております。 

 

 

 

 

 

子会社のうち海外子会

社(６社)の中間決算日は

すべて６月30日でありま

す。

中間連結財務諸表を作

成するに当たっては、同

日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取

引については、連結上必

要な調整を行っておりま

す。

汎宇化学工業㈱、㈱汎

宇、三宜油化股份有限公

司に持分法を適用してお

ります。

また、平成17年11月に

設立したユシロ汎宇（イ

ンディア）㈱は、開業準

備中のため持分法の範囲

には含めておりません。

上記非連結子会社のユ

シロ商事㈱については中

間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても

重要性がないため持分法

を適用せず原価法により

評価しております。 

 

    同左 

 

 

 

汎宇化学工業㈱、㈱汎

宇、三宜油化股份有限公

司に持分法を適用してお

ります。

また、平成17年11月に

設立したユシロ汎宇（イ

ンディア）㈱は、開業準

備中のため持分法の範囲

には含めておりません。

上記非連結子会社のユ

シロ商事㈱については当

期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても

重要性がないため持分法

を適用せず原価法により

評価しております。 

 

子会社のうち海外子会

社(６社)の決算日はすべ

て12月31日であります。

連結財務諸表の作成に

当たっては、同決算日現

在の財務諸表を使用して

おります。ただし、１月

１日から連結決算日３月

31日までの期間に発生し

た重要な取引について

は、連結上必要な調整を

行っております。

 



 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関
する事項

(1) 有価証券の評価基準及
び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの

    …中間決算日の市
場価格等に基づ
く時価法(評価
差額は全部資本
直入法により処
理し、売却原価
は移動平均法に
より算定)

(1) 有価証券の評価基準及
び評価方法
その他有価証券

    時価のあるもの
    …中間決算日の市

場価格等に基づ
く時価法(評価
差額は全部純資
産直入法により
処理し、売却原
価は移動平均法
により算定)

(1) 有価証券の評価基準及
び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの

    …決算日の市場価
格等に基づく時
価法(評価差額
は全部資本直入
法により処理
し、売却原価は
移動平均法によ
り算定)

時価のないもの
    …移動平均法によ

る原価法 
 

時価のないもの
    …移動平均法によ

る原価法

時価のないもの
    …移動平均法によ

る原価法

(2) たな卸資産の評価基準
及び評価方法
主として総平均法によ
る原価法を採用してお
ります。 
 

(2) たな卸資産の評価基準
及び評価方法

    同左

(2) たな卸資産の評価基準
及び評価方法

      同左

(3) 固定資産の減価償却の
方法
 当社及び国内連結子会
社は、有形固定資産は定
率法(但し、平成９年に
竣工した当社の技術研究
所の試験棟は定額法)た
だし、平成10年４月１日
以降取得した建物(建物
附属設備は除く)は定額
法を採用し、在外連結子
会社は主として定額法を
採用しております。
 なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。
 建物及び構築物は３年
～50年、その他の有形固
定資産２年～20年、ま
た、10万円以上20万円未
満の少額有形固定資産に
ついては、３年間で均等
償却する方法を採用して
おります。
 無形固定資産は定額法
を採用しております。
 なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を
採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の
方法

      同左

(3) 固定資産の減価償却の
方法

      同左

 



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 引当金の計上基準
  貸倒引当金
 債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個
別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計
上しております。

(4) 引当金の計上基準
  貸倒引当金

      同左

(4) 引当金の計上基準
  貸倒引当金

      同左

  賞与引当金

 従業員に対して支給す

る賞与を支給対象期間に

対応して費用負担するた

め支給見込額を計上して

おります。

  賞与引当金

      同左

  賞与引当金

      同左

    ――――   役員賞与引当金 

 子会社４社は、役員

に対して支給する賞与

の支払いに備えるた

め、当連結会計年度に

おける支給見込額の当

中間連結会計期間負担

額を計上しておりま

す。

    ――――

  (会計方針の変更) 

 当中間連結会計期間

より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業

会計基準第４号平成17

年11月29日）を適用し

ております。これによ

り営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間

純利益は、それぞれ13

百万円減少しておりま

す。なお、セグメント

情報に与える影響は、

当該箇所に記載してお

ります。

  退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

 なお、数理計算上の差

異については、各連結会

計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法によりそれぞれ

発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しておりま

す。

  役員退職慰労引当金

 当社、子会社日本整油

㈱及びユシロ運送㈱は役

  退職給付引当金

        同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  役員退職慰労引当金

        同左

  退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年

度末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

 なお、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により、翌期

から費用処理することと

しております。 

 

 

  役員退職慰労引当金

 当社、子会社日本整油

㈱及びユシロ運送㈱は内



 

員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。

規に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金と

して計上する方法を採用

しております。

 



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

(5) 重要なリース取引の処
理方法

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項

（消費税等の会計処理）

 税抜方式を採用してお

ります。 

 

 中間連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、か

つ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処
理方法

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項

（消費税等の会計処理）

     同左 

 

 

      同左

(5) 重要なリース取引の処
理方法

     同左 

 

 

 

 

 

 

 

(6) その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項

（消費税等の会計処理）

     同左 

 

 

 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、か

つ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号平成15年10月31日）を

適用しております。これにより税

金等調整前中間純利益は、153百

万円減少しております。なお、減

損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除してお

ります。 

 

（長期預金の表示区分） 

 契約上の預入期間が長期間に亘

るものの預入金融機関の選択によ

り、半年ごとに解約又は継続の決

定がなされる仕組みの預金（コー

ラブル預金）（前連結会計年度末

500百万円）は、従来現金預金と

して表示しておりましたが、市場

金利に底打ち傾向が見られ、今後

継続的に預け入れる可能性が増し

てきたことから、当中間期より、

投資その他の資産の長期預金とし

て表示しております。 

 

   ―――――― 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    ―――――――

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用してお

ります。これまでの資本の部の合

計に相当する金額は20,352百万円

であります。なお、中間連結財務

諸表規則の改正により、当中間連

結会計期間における中間連結貸借

対照表の純資産の部については、

改正後の中間連結財務諸表規則に

より作成しております。

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当連結会計年度より、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。これにより税金等調整

前当期純利益が153百万円減少し

ております。なお、減損損失累計

額については、当該各資産の金額

から直接控除しております。 

  

 

（長期預金の表示区分） 

 契約上の預金期間が長期に亘る

ものの預入金融機関の選択によ

り、半年ごとに解約又は継続の決

定がなされる仕組みの預金（コー

ラブル預金）（前連結会計年度末

500百万円）は、従来現金及び預

金として表示しておりましたが、

市場金利に底打ち傾向が見られ、

今後継続的に預け入れる可能性が

増してきたことから、当連結会計

年度より、投資その他の資産の長

期預金として表示しております。

   ―――――― 

 



（表示方法の変更） 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

         ―――――― 

 

 

 

 

         ―――――― 

 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」と

して掲記されていたものは、当中間連結会計期間か

ら、「負ののれん」と表示しております。      

 

（中間連結損益計算書、中間連結キャッシュ・フロー

計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「負ののれん償却額」と表示しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

9,789百万円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

9,573百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

9,113百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次の

とおりです。

土地 0百万円

建物 52

52百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次の

とおりです。

土地 0百万円

建物 52

52百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次の

とおりです。

土地 0百万円

建物 52

52百万円

 

   担保付債務は次のとおりで

す。
 長期借入金 
(一年以内返済
予定分を含む)

45百万円

 

   担保付債務は次のとおりで

す。
 長期借入金
(一年以内返済
予定分を含む)

25百万円

   担保付債務は次のとおりで

す。
長期借入金 
(一年以内返済
予定分を含む)
 

35百万円

 

※３  ―――――

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 係争事件

 ブラジル国の連結子会社であ

るユシロドブラジルインダスト

リアケミカ㈲におきまして、州

税務署より過年度の商品流通サ

ービス税に関してR$4,949千

(233百万円)の支払命令を受け

ております。

 同社はこれを不服として、司

法裁判に提訴し、現在審理中で

あります。

 

※３ 中間期末日満期手形

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日は金融機

関の休日でしたが、満期日に決

済が行なわれたものとして処理

しております。当中間連結会計

期間末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。

受取手形
 

231百万円

 

 ４ 係争事件

 ブラジル国の連結子会社であ

るユシロドブラジルインダスト

リアケミカ㈲におきまして、州

税務署より過年度の商品流通サ

ービス税に関してR$4,949千

(262百万円)の支払命令を受け

ております。

 同社はこれを不服として、司

法裁判に提訴し、現在審理中で

あります。

 

※３  ―――――

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 係争事件

 ブラジル国の連結子会社であ

るユシロドブラジルインダスト

リアケミカ㈲におきまして、州

税務署より過年度の商品流通サ

ービス税に関してR$4,949千

(251百万円)の支払命令を受け

ております。

 同社はこれを不服として、司

法裁判に提訴し、現在審理中で

あります。



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りです。

 支払運賃 180百万円

 給料及び
 手当

728

 退職給付
 費用

59

 賞与引当金
 繰入額

279

 役員退職 
 慰労引当金 
 繰入額

37

 研究開発費 155
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りです。

 支払運賃 177百万円

 給料及び
 手当

802

 退職給付
 費用

55

 賞与引当金
 繰入額

310

 役員退職
 慰労引当金 
 繰入額

27

 研究開発費 154

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りです。

 支払運賃 364百万円

給料及び
手当

1,703

退職給付
費用

116

賞与引当金
繰入額

330

役員退職
 慰労引当金 
 繰入額

81

 
 

 

 

※２ この内訳は次のとおりです。

建物 6百万円
車両 
及び運搬具

2

合計 9
 

※２ この内訳は次のとおりです。
車両 
及び運搬具

10百万円

合計 10 

※２ この内訳は次のとおりです。

建物 26百万円
機械及び
装置

13

車両
及び運搬具

9

合計 

 

48 

 

 

 

※３ この内訳は次のとおりです。
建物及び 
構築物

2百万円

機械装置 
及び運搬具

6

工具器具 
及び備品

1

合計 10

 

 

 

※４ 減損損失 

 当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。

場所 用途 種類 減損損失
連結子会社
の日本整油
㈱の相模原
事業所(神奈
川県相模原
市)

産業廃棄
物処理関
連事業用
設備

建物及び
構築物、 
土地等

153百万円

   当社グループは、管理会計上

の区分を基礎として、事業の種

類及び地域性、製造工程の関連

性等を考慮して事業用資産のグ

ルーピングを行っております。 

 また、本社建物及び研究開発

設備等は、共用資産としており

ます。 

 上記の事業所は、同社の川崎

事業所の新設備の稼動に伴い、

遊休化することが予想されるた

め、同事業所に係る資産グルー

プの帳簿価格を同事業所を転貸

した場合に見込まれる使用価値

まで減額し、当該減少額を減損

損失（153百万円）として特別

損失に計上しました。 

 その内訳は、建物及び構築物

62百万円、機械装置及び運搬具

 

※３ この内訳は次のとおりです。
建物及び
構築物

0百万円

機械装置
及び運搬具

3

工具器具
及び備品

0

合計 3

 

 

※４    ――――― 

  

   

 

 

※３ この内訳は次のとおりです。

建物 12百万円

構築物 28
機械及び
装置

6

車両及び
運搬具

0

工具器具
及び備品

3

合計 51

 

※４ 減損損失

 当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。

場所 用途 種類 減損損失
連結子会社
の日本整油
㈱の相模原
事業所(神奈
川県相模原
市)

産業廃棄
物処理関
連事業用
設備

建物及び
構築物、 
土地等

153百万円

   当社グループは、管理会計上

の区分を基礎として、事業の種

類及び地域性、製造工程の関連

性等を考慮して事業用資産のグ

ルーピングを行っております。 

 また、本社建物及び研究開発

設備等は、共用資産としており

ます。 

 上記の事業所は、同社の川崎

事業所の新設備の稼動に伴い、

遊休化することが予想されるた

め、同事業所に係る資産グルー

プの帳簿価格を同事業所を転貸

した場合に見込まれる使用価値

まで減額し、当該減少額を減損

損失（153百万円）として特別

損失に計上しました。 

 その内訳は、建物及び構築物

62百万円、機械装置及び運搬具



4百万円、土地86百万円でありま

す。 

 なお、使用価値の算定に当た

っては将来キャッシュフローを

６％の割引率で割り引いて算出

しております。

4百万円、土地86百万円でありま

す。 

 なお、使用価値の算定に当た

っては将来キャッシュ・フロー

を６％の割引率で割り引いて算

出しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  
１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
  

   
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

 
 (変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  80株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
  

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後とな

るもの 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 15,200,065 ― ― 15,200,065

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 428,292 80 ― 428,372

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月27日 
定時株主総会

普通株式 723 49 平成18年３月31日 平成18年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 369 25 平成18年９月30日 平成18年12月４日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成17年９月30日)

現金及び
預金勘定

4,569百万円

預入期間が
３か月を超える
定期預金

△110

投資信託(MMF・
中期国債ファン
ド等)

392

現金及び
現金同等物

4,851

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成18年９月30日)

現金及び
預金勘定

3,590百万円

預入期間が
３か月を超える
定期預金

△10

投資信託(MMF・
中期国債ファン
ド等)

544

現金及び
現金同等物

4,125

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年３月31日) 

 

現金及び
預金勘定

3,391百万円

預入期間が
３か月を超える
定期預金

△10

投資信託(MMF・
中期国債ファン
ド等)

510

現金及び
現金同等物

3,892



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

構築物 

(百万円)

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円)

工具 

器具 

及び 

備品 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得 
価額 
相当額

28 123 202 355

減価 
償却 
累計額 
相当額

28 90 166 285

中間 
期末 
残高 
相当額

0 33 36 69

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円)

工具 

器具 

及び 

備品 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得 
価額 
相当額

224 199 423

減価 
償却 
累計額 
相当額

83 33 117

中間 
期末 
残高 
相当額

140 165 305

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

構築物 

(百万円)

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円)

工具 

器具 

及び 

備品 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得
価額 
相当額

28 123 202 355

減価
償却 
累計額
相当額

28 97 183 309

期末
残高 
相当額

― 26 19 45

 

なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

            同左 なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 39百万円

１年超 30百万円

合計 69百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 86百万円

１年超 219百万円

合計 305百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 25百万円

１年超 20百万円

合計 45百万円

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産の

中間期末残高に占める未経過リ

ース料中間期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

            同左 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、有形固定資産の期末

残高に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支払

利子込み法により算定しており

ます。

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失

支払リース料 25百万円

減価償却費
相当額

25百万円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失

支払リース料 41百万円

減価償却費
相当額

41百万円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失

支払リース料 50百万円

減価償却費
相当額

50百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。

④ 減価償却費相当額の算定方法

            同左

 

 

（減損損失について） 

          同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

            同左 

 

 

（減損損失について） 

          同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当社グループにおける株式の減損処理の方針は、次のとおりであります。 

下落率が50％以上の場合は、すべての株式を減損処理の対象とし、時価と簿価の差額について評価損を計上す

ることとしております。 

下落率が30％以上50％未満の場合は、個別に回復可能性を検証したうえで回復可能性があるものを除く株式に

ついて減損処理の対象とし、時価と簿価の差額について評価損を計上することとしております。 

具体的には、次の①から③に該当する場合を減損処理の対象としております。 

①時価が過去２年間にわたり30％以上下落した状態にある場合。 

②債務超過の状態である場合。 

③２期連続で経常損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 

  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日）   

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 761 1,764 1,002

(2) 債券 233 231 △2

(3) その他 70 69 △0

合計 1,066 2,065 999

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 24

その他 392

関係会社株式 2,219

合計 2,637

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 731 1,870 1,139

(2) 債券 349 346 △3

(3) その他 51 56 4

合計 1,132 2,273 1,140

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 24

その他 594

関係会社株式 2,962

合計 3,582



  



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自

平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年

３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 728 2,062 1,333

(2) 債券 448 450 2

(3) その他 51 53 2

合計 1,228 2,566 1,337

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 24

その他 560

関係会社株式 2,854

合計 3,439



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
 (注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

     (1) 金属加工油剤関連事業……切削油剤、研削油剤、圧延油、引抜油、防錆油、洗浄剤、その他関連商品 

     (2) ビルメンテナンス関連事業……樹脂・水性ワックス、洗浄剤、洗剤、ポリッシャー等機器、 

  その他関連商品 

     (3) 産業廃棄物処理関連事業……産業廃棄物処理及び関連する役務サービス 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

  

 当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
 (注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

     (1) 金属加工油剤関連事業……切削油剤、研削油剤、圧延油、引抜油、防錆油、洗浄剤、その他関連商品 

     (2) ビルメンテナンス関連事業……樹脂・水性ワックス、洗浄剤、洗剤、ポリッシャー等機器、 

  その他関連商品 

     (3) 産業廃棄物処理関連事業……産業廃棄物処理及び関連する役務サービス 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）に記載のとおり、当中間連

結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった

場合に比べ、「金属加工油剤関連事業」及び「産業廃棄物処理関連事業」の営業費用が８百万円及び４百万

円それぞれ増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

金属加工 
油剤 
関連事業 
(百万円)

ビルメン 
テナンス 
関連事業 
(百万円)

産業廃棄
物処理 
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

9,220 1,119 672 11,012 ― 11,012

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

0 ― 11 11 (11) ―

計 9,220 1,119 683 11,023 (11) 11,012

営業費用 7,939 1,167 552 9,659 (4) 9,655

  営業利益又は 
  営業損失(△)

1,281 △48 130 1,364 (7) 1,356

金属加工 
油剤 
関連事業 
(百万円)

ビルメン 
テナンス 
関連事業 
(百万円)

産業廃棄
物処理 
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

10,423 1,019 907 12,350 ― 12,350

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1 ― 12 14 (14) ―

計 10,424 1,019 920 12,364 (14) 12,350

営業費用 9,304 1,027 908 11,240 1 11,242

  営業利益又は 
  営業損失(△)

1,119 △7 12 1,124 (16) 1,108



 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
 (注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

        (1) 金属加工油剤関連事業……切削油剤、研削油剤、圧延油、引抜油、防錆油、洗浄剤、その他関連商品 

        (2) ビルメンテナンス関連事業……樹脂・水性ワックス、洗浄剤、洗剤、ポリッシャー等機器、 

 その他関連商品 

        (3) 産業廃棄物処理関連事業……産業廃棄物処理及び関連する役務サービス 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

  

金属加工
油剤 
関連事業 
(百万円)

ビルメン 
テナンス 
関連事業 
(百万円)

産業廃棄
物処理 
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

19,579 2,239 1,436 23,255 ― 23,255

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1 ― 23 25 (25) ―

計 19,580 2,239 1,460 23,280 (25) 23,255

営業費用 17,102 2,322 1,356 20,781 (36) 20,744

  営業利益又は 
  営業損失(△)

2,477 △82 104 2,499 11 2,510



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

 
（注） １ 区分は国別によっております。 

２  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

  

 当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
（注） １ 区分は国別によっております。 

２  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）に記載のとおり、当中間連

結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった

場合に比べ、「日本」及び「中国」の営業費用が６百万円ずつ、それぞれ増加し、営業利益が同額減少して

おります。 

  

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

日本 
(百万円)

アメリカ 
(百万円)

中国
(百万円)

ブラジル
(百万円)

マレーシア
その他  
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

9,057 770 508 389 286 11,012 ― 11,012

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

92 21 53 5 ― 172 (172) ―

計 9,150 792 561 394 286 11,185 (172) 11,012

営業費用 8,086 689 461 342 241 9,820 (165) 9,655

  営業利益 1,064 103 100 51 45 1,364 (7) 1,356

日本 

 (百万円)
アメリカ 
(百万円)

中国 
(百万円)

ブラジル

(百万円)
マレーシア

(百万円)
タイ  

(百万円)
計 

 (百万円)

消去 

又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

9,709 912 711 576 243 195 12,350 ― 12,350

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

123 37 3 ― ― ― 164 (164) ―

計 9,832 950 714 576 243 195 12,515 (164) 12,350

営業費用 9,089 831 610 485 215 159 11,391 (148) 11,242

  営業利益 743 119 104 91 28 36 1,124 (16) 1,108

日本 

 (百万円)
アメリカ 
(百万円)

中国 

 (百万円)
ブラジル

(百万円)
マレーシア

(百万円)
タイ

(百万円)
計

(百万円)

消去 

又は全社 
(百万円)

連結 

 (百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

18,570 1,727 1,264 914 628 151 23,255 ― 23,255

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

226 41 92 5 ― ― 365 (365) ―

計 18,796 1,768 1,356 919 628 151 23,620 (365) 23,255

営業費用 16,998 1,554 1,095 791 527 163 21,121 (376) 20,744

  営業利益又は   



 
（注） １ 区分は国別によっております。 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

３ ユシロ（タイランド）㈱の操業開始に伴い、当連結会計年度より所在地別セグメント情報におけるセグメン

ト区分を、日本、アメリカ、中国、ブラジル、マレーシア及びタイの６つの区分に変更しております。 

  営業損失（△） 1,808 213 260 127 101 △12 2,499 11 2,510



【海外売上高】 

 前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
（注） １ 区分は国別によっております。 

２ その他の主な国 

  韓国、台湾、タイ、インドネシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
（注） １ 区分は国別によっております。 

２ その他の主な国 

  韓国、台湾、タイ、インドネシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
（注） １ 区分は国別によっております。 

２ その他の主な国 

  韓国、台湾、タイ、インドネシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ ユシロ（タイランド）㈱の操業開始に伴い、当連結会計年度より海外売上高におけるセグメント区分を、ア

メリカ、中国、ブラジル、マレーシア、タイ及びその他の６つの区分に変更しております。 

  

アメリカ 中国 ブラジル マレーシア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 770 508 389 286 188 2,143

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― 11,012

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

7.0 4.6 3.5 2.6 1.7 19.5

アメリカ 中国 ブラジル マレーシア タイ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 912 711 576 243 195 279 2,920

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― ― 12,350

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

7.4 5.8 4.7 2.0 1.6 2.3 23.6

アメリカ 中国 ブラジル マレーシア タイ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,727 1,264 914 628 151 390 5,075

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― ― 23,255

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

7.4 5.4 3.9 2.7 0.7 1.7 21.8



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,314.31円 １株当たり純資産額 1,427.97円 １株当たり純資産額 1,379.74円

１株当たり中間純利益 55.26円 １株当たり中間純利益 56.31円 １株当たり当期純利益 103.91円

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。

１株当たり中間純利益の算定上の

基礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

816百万円

 普通株式に係る中間純利益

816百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

14,772,231株

１株当たり中間純利益の算定上の

基礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

831百万円

 普通株式に係る中間純利益

831百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

14,771,733株

１株当たり当期純利益の算定上の

基礎

 連結損益計算書上の当期純利益

1,608百万円

 

 普通株式に係る当期純利益

1,535百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

 利益処分による役員賞与金

73百万円

 普通株式の期中平均株式数

14,772,077株

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,679 2,245 2,237
 

 ２ 受取手形 ※４ 1,451 1,501 1,438

 ３ 売掛金 3,128 3,435 3,326

 ４ 有価証券 168 168 168

 ５ たな卸資産 1,155 1,146 1,258

 ６ 繰延税金資産 219 218 223

 ７ その他 231 82 105

 ８ 貸倒引当金 △8 △11 △8

    流動資産合計 9,025 38.6 8,786 37.2 8,750 36.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 2,339 2,263 2,313

  ２ 構築物 493 464 485

  ３ 機械及び装置 669 637 670

  ４ 土地 3,806 3,827 3,827

  ５ その他 330 351 368

    有形固定資産合計 ※1,2 7,639 32.7 7,543 32.0 7,665 32.1

 (2) 無形固定資産 48 0.2 41 0.2 45 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 2,041 2,348 2,541

  ２ 関係会社株式 2,375 2,812 2,719

  ３ 積立保険料 672 600 704

  ４ 繰延税金資産 1 ― ―

  ５ 長期預金 800 700 700

  ６ その他 822 813 823

  ７ 貸倒引当金 △66 △56 △59

    投資その他の資産 
    合計

6,646 28.5 7,217 30.6 7,428 31.1

    固定資産合計 14,333 61.4 14,802 62.8 15,139 63.4

    資産合計 23,359 100.0 23,589 100.0 23,890 100.0



 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 572 573 556

 ２ 買掛金 2,186 2,409 2,482

 ３ 短期借入金 410 610 110

 ４ 一年以内に返済する 
   長期借入金

※２ 153 120 153

 ５ 未払消費税等 ※５ 32 53 22

 ６ 未払法人税等 375 290 389

 ７ 賞与引当金 409 421 404

 ８ 設備関係支払手形 132 32 76

 ９ その他 834 897 966

    流動負債合計 5,105 21.9 5,408 22.9 5,161 21.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 125 5 48

 ２ 繰延税金負債 ― 71 136

 ３ 退職給付引当金 1,199 1,138 1,145

 ４ 役員退職慰労引当金 258 267 292

 ５ その他 156 148 146

    固定負債合計 1,740 7.4 1,630 6.9 1,770 7.4

    負債合計 6,845 29.3 7,038 29.8 6,931 29.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,249 18.2 ― ― 4,249 17.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 3,994 ― 3,994

    資本剰余金合計 3,994 17.1 ― ― 3,994 16.7

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 394 ― 394

 ２ 任意積立金 6,724 ― 6,724

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

852 ― 1,099

    利益剰余金合計 7,972 34.1 ― ― 8,218 34.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

593 2.5 ― ― 793 3.3

Ⅴ 自己株式 △296 △1.2 ― ― △297 △1.2

    資本合計 16,513 70.7 ― ― 16,959 71.0

    負債、資本合計 23,359 100.0 ― ― 23,890 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,249 18.0 ― ―

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ― 3,994 ―

   資本剰余金合計 ― ― 3,994 16.9 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 394 ―

  (2) その他利益剰余金

    特定資産圧縮 
    積立金

― 324 ―

    別途積立金 ― 6,400 ―

    繰越利益剰余金 ― 807 ―

   利益剰余金合計 ― ― 7,926 33.6 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △297 △1.3 ― ―

   株主資本合計 ― ― 15,873 67.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券 
   評価差額金

― ― 676 2.9 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 676 2.9 ― ―

   純資産合計 ― ― 16,550 70.2 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 23,589 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,477 100.0 8,926 100.0 17,358 100.0

Ⅱ 売上原価 5,333 62.9 5,880 65.9 11,137 64.2

   売上総利益 3,144 37.1 3,045 34.1 6,221 35.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,240 26.4 2,306 25.8 4,568 26.3

   営業利益 904 10.7 738 8.3 1,652 9.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 87 1.0 90 1.0 300 1.7

Ⅴ 営業外費用 ※２ 23 0.3 23 0.3 58 0.3

   経常利益 967 11.4 804 9.0 1,894 10.9

Ⅵ 特別利益 ※３ 7 0.1 0 42 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４ 1 0.0 3 0.0 51 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

973 11.5 802 9.0 1,885 10.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

359 276 658

   法人税等調整額 61 420 5.0 19 295 3.3 58 716 4.1

   中間(当期)純利益 553 6.5 507 5.7 1,168 6.7

   前期繰越利益 299 ― 299

   中間配当額 ― ― 369

   中間(当期) 
   未処分利益

852 ― 1,099



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

資本剰余

金合計
利益
準備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

特定資産

圧縮 

積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高  (百万円) 4,249 3,994 3,994 394 324 6,400 1,099 8,218 △297 16,165

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △723 △723 △723

 役員賞与（注） △75 △75 △75

 中間純利益 507 507 507

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
                      (百万円)

― ― ― ― ― ― △291 △291 △0 △291

平成18年９月30日残高  (百万円) 4,249 3,994 3,994 394 324 6,400 807 7,926 △297 15,873

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券 
評価 
差額金

評価・換
算差額等
合計

平成18年３月31日残高  (百万円) 793 793 16,959

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △723

 役員賞与（注） △75

 中間純利益 507

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△116 △116 △116

中間会計期間中の変動額合計 
                      (百万円)

△116 △116 △408

平成18年９月30日残高  (百万円) 676 676 16,550



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

  総平均法による原価法

を採用しております。

  (但し、貯蔵品のうち

燃料は最終仕入原価法を

採用しております。)

(2) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

  …移動平均法による原

価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

  …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 

   時価のないもの

  …移動平均法による原

価法 

 

(1) たな卸資産

同左

(2) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

  …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

   時価のないもの

  …移動平均法による原

価法

(1) たな卸資産

同左

(2) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

  …決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定) 

 

   時価のないもの

  …移動平均法による原

価法

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産は、定率法

(但し、平成９年に竣工

した技術研究所の試験棟

及び平成10年４月１日以

降取得の建物(建物附属

設備を除く)について

は、定額法)を採用して

おります。

建物及び構築物

       ３年～50年

その他の有形固定資産

       ２年～20年

なお、取得価額10万円以

上20万円未満の少額減価

償却資産については、３

年間で均等償却する方法

を採用しております。

無形固定資産は定額法を

採用しています。

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。

同左 同左



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

(2) 賞与引当金

 従業員に対して支給す

る賞与を支給対象期間に

対応して費用負担するた

めに支給見込額を計上し

ております。 

 

(1) 貸倒引当金

同左

 

 

(2) 賞与引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

 

 

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

 なお、数理計算上の差

異については、その発生

時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

りそれぞれ発生の翌会計

年度から費用処理してお

ります。 

 

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給与引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当会計期間末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。

 なお、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により、発生

年度の翌期から費用処理

することとしておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

 

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

 内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当

金として計上する方法を

採用しております。

４ 外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

 

同左 外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は損益として処理し

ております。

５ リース取引の処理

方法 

 

 

 

 

 

 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しており

ます。

同左 

 

 

 

 

 

 

 

消費税等の会計処理

同左

同左 

 

 

 

 

 

 

 

消費税等の会計処理

同左



  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。 

  

（長期預金の表示区分） 

 契約上の預入期間が長期間に亘

るものの預入金融機関の選択によ

り、半年ごとに解約又は継続の決

定がなされる仕組みの預金（コー

ラブル預金）（前事業年度末500

百万円）は、従来現金預金として

表示しておりましたが、市場金利

に底打ち傾向が見られ、今後継続

的に預け入れることが予想される

ことから、当中間期より、投資そ

の他の資産の長期預金として表示

しております。 

 

    ――――――

    ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は16,550百万円でありま

す。なお、中間財務諸表等規則の

改正により、当中間会計期間にお

ける中間貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しておりま

す。

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当事業年度より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。 

  

（長期預金の表示区分） 

 契約上の預金期間が長期間に亘

るものの預入金融機関の選択によ

り、半年ごとに解約又は継続の決

定がなされる仕組みの預金（コー

ラブル預金）（前事業年度末500

百万円）は、従来現金及び預金と

して表示しておりましたが、市場

金利に底打ち傾向が見られ、今後

継続的に預け入れる可能性が増し

てきたことから、当事業年度よ

り、投資その他の資産の長期預金

として表示しております。 

 

    ――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,873(百万円)
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,222(百万円)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,066(百万円)

 

※２ 担保資産

  (1)  担保に供している資産

  有形固定
  資産

52(百万円)

 (2)  担保資産に対応する債務

  長期
  借入金 
 

45(百万円)

 

※２ 担保資産

 (1)  担保に供している資産

  有形固定
  資産

52(百万円)

 (2)  担保資産に対応する債務

  長期
  借入金
 

25(百万円)

 

※２ 担保資産

 (1)  担保に供している資産

 有形固定
 資産

52(百万円)

 (2)  担保資産に対応する債務

 長期
 借入金
 

35(百万円)

 ３ 偶発債務

    銀行取引等に対し保証を行

っています。

  (関係会社) 百万円

  日本整油㈱ 

 

2,331 

 
 

 ３ 偶発債務

    銀行取引等に対し保証を行

っています。

  (関係会社) 百万円

  日本整油㈱ 2,441
 

 ３ 偶発債務

    銀行取引等に対し保証を行

っています。

  (関係会社) 百万円

  日本整油㈱ 2,516

※４   ―――――

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５ 未払消費税等

   仮払消費税等と預り消費税等

及び中間納付税額は相殺して

表示しています。

 

※４ 中間期末日満期手形

    中間期末日満期手形の会計

処理については、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理してお

ります。当中間期末日満期手

形の金額は、次のとおりであ

ります。

  受取手形
 

231百万円 

 

※５ 未払消費税等

同左

※４   ―――――

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５   ―――――

       



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

 
 (変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  80株 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主なもの

  受取利息 4(百万円)

  受取配当金 38(百万円)

  ロイヤリ
  ティー

3(百万円)

  保険収益 5(百万円)

  為替差益 18(百万円)

※１ 営業外収益の主なもの

  受取利息 8(百万円)

  受取配当金 38(百万円)

  ロイヤリ
  ティー

4(百万円)

  保険収益 14(百万円)

  為替差益 3(百万円)

※１ 営業外収益の主なもの

  受取利息 27(百万円)

  受取配当金 171(百万円)

 ロイヤリ
 ティー

27(百万円)

 保険収益 7(百万円)

 為替差益 30(百万円)

 

※２ 営業外費用の主なもの

  支払利息 7(百万円)

  廃棄ドラム
6(百万円)

  処理料

 

※２ 営業外費用の主なもの

  支払利息 7(百万円)

  廃棄ドラム
6(百万円)

  処理料

 

※２ 営業外費用の主なもの

  支払利息 15(百万円)

 廃棄ドラム 
13(百万円)

 処理料

 

 

※３ 特別利益の主なもの

  建物
  売却益

6(百万円)
 

※３   ―――――

   

 

※３ 特別利益の主なもの

 建物
 売却益

6(百万円)

 投資有価
  証券売却益

26(百万円)

 

※４ 特別損失の主なもの

  固定資産
  廃却損

1(百万円)

 

※４ 特別損失の主なもの

  固定資産
  廃却損

3(百万円)

※４ 特別損失の主なもの

 固定資産
 廃却損

7(百万円)

 アワシャ
  事業撤退 
  損失

42(百万円)

  

 ５ 減価償却実施額

有形
固定資産

200(百万円)

無形
固定資産

6(百万円)

計 206(百万円)

  

 ５ 減価償却実施額

有形
固定資産

217(百万円)

無形
固定資産

5(百万円)

計 223(百万円)

  

 ５ 減価償却実施額

有形
固定資産

436(百万円)

無形
固定資産

12(百万円)

計 449(百万円)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 428,292 80 ― 428,372



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

工具器具
及び備品

(百万円)

取得価額
相当額

202

減価償却
累計額
相当額

166

中間期末
残高
相当額

36

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

工具器具
及び備品

(百万円)

取得価額
相当額

194

減価償却
累計額
相当額

33

中間期末
残高
相当額

160  

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

工具器具
及び備品

(百万円)

取得価額
相当額

202

減価償却
累計額
相当額

183

期末残高
相当額

19

 

なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

          同左 なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 24(百万円)

１年超 11(百万円)

合計 36(百千円)

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 40(百万円)

１年超 119(百万円)

合計 160(百万円)

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11(百万円)

１年超 8(百万円)

合計 19(百万円)

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

          同左 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、有形固定資産の期末

残高等に占めるその割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失

支払リース料 17(百万円)

減価償却費
相当額

17(百万円)

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失

支払リース料 19(百万円)

減価償却費
相当額

19(百万円)

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失

支払リース料 34(百万円)

減価償却費
相当額

34(百万円)

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。

④ 減価償却費相当額の算定方法

          同左 

 

 

（減損損失について） 

       同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

          同左 

 

 

（減損損失について） 

       同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

平成18年11月15日に開催の取締役会において当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 (1) 中間配当による配当金の総額………………………………………………  369,292,325円 

 (2) １株当たりの配当金額…………………………………………………………………… 25円 

 (3) 支払請求の効力の発生日及び支払開始日……………………………… 平成18年12月４日 

(注) 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払いを行い

ます。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第73期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月28日関東財務局長に

提出 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年12月８日関東財務局長に提出 

事業年度 第73期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)の有価証券報告書にかかる訂正報

告書です  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日

ユシロ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているユシロ化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ユシロ化学工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結

会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を

作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  山 田   晃 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  檀 上 秀 逸 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  百 束 立 春 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

ユシロ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているユシロ化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ユシロ化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  山 田   晃 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  檀 上 秀 逸 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成17年12月15日

ユシロ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているユシロ化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第73期事業年度の中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ユシロ化学工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  山 田   晃 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  檀 上 秀 逸 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  百 束 立 春 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月15日

ユシロ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているユシロ化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第74期事業年度の中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ユシロ化学工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  山 田   晃 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  檀 上 秀 逸 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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